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第1章 はじめに 

平成30年3月30日に成立、同月31日公布された「道路法等の一部を改正する法律」（平成30年法律第6号）

により、平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網

を指定する「重要物流道路制度」が創設された。 

これらの社会情勢の変化や、新たな国土構造の形成、グローバル化、国土強靱化等の新たな社会・経済の

要請に応えるとともに、総合交通体系の基盤としての道路の役割強化やICT・自動運転等の技術の進展を踏

まえ、「新広域道路交通計画」を各地域において概ね20～30年間の中長期的な観点から策定することとし、

これに先立ち、地域の将来像を踏まえた広域的な道路交通の今後の方向性を定める「新広域道路交通ビジョ

ン」（以下、「ビジョン」という）を策定するものである。策定したビジョンは、定期的に見直しを行う。 

なお、ビジョン策定にあたっては、関連する道路管理者等で構成する福島県幹線道路協議会において審議

し、経済、交通、物流、観光等の様々な分野の学識経験者や関係機関・団体等の意見を伺うとともに、東北

地方全体の方針を示す「東北地方新広域道路交通ビジョン」との調整を図りながら、本県の特徴を踏まえ、

とりまとめを行った。 
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第2章 計画の概要 

対象地域 

本ビジョンの対象地域は、福島県全域とする。 

 

福島県の位置付け 

福島県は、人口約181万人、県内総生産額約7.9兆円の人口・経済規模を有している。 

本県は、東京から約200km圏の位置にあり、約4,300万人の人口を有する首都圏に隣接している。また、今後発

展が見込まれる東北圏と、我が国の政治・経済・文化の中心である首都圏の結節点に位置しているとともに、太平

洋に面しつつ、高速道路の整備などにより日本海側とも結ばれていることから、企業立地、交流人口の拡大を図

る上で、有利な地理的条件を有している。 

本県は、東北圏・首都圏それぞれと密接に関係しながら発展しており、近年では北関東・磐越地域における連

携、南東北地域における連携など、広域連携の取組が行われている。しかし、結節点に位置するために、企業誘

致など様々な分野で隣接する地域との厳しい競争に直面しており、首都圏などへのストロー現象も懸念されてい

る。 

 

計画期間 

2021年度を初年度とする概ね20～30年間を対象とし、中長期的な視点で検討を行う。 

 

ビジョン及び計画の体系 

 

 

  
※今回計画策定にあたり、「福島県広域道路整備基本計画」をベースに検討した。 
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第3章 福島県の広域的な道路交通における将来像 

第1節 ビジョンの位置付け（県計画との関係性） 

平成24年12月に策定した「福島県総合計画 ふくしま新生プラン」は、県の最上位の計画であり、あらゆ

る政策分野を網羅し、県づくりの指針や施策を示すものである。平成23年3月11日に発生した東北地方太平

洋沖地震（以下、「東日本大震災」という）と東京電力福島第一原子力発電所事故による災害からの復旧・

復興の視点も重視し、「避難地域の再生・避難者の生活再建」「原子力災害対策」「再生可能エネルギー」

などの政策分野を新たに盛り込み、「人と地域」を礎として、「活力」「安全と安心」「思いやり」の三つ

を柱に県づくりを進めていくものである。 

また、福島県総合計画「ふくしま新生プラン」の部門別計画として、復旧・復興を第一に考え、社会資本

の整備・管理に関する理念や方向性を具現化する計画として、平成25年3月に「ふくしまの未来を拓く県土

づくりプラン」を策定した。さらに、道路分野における東日本大震災後の復興に向けた道路整備の考え方や

新しい時代にふさわしい道づくりのあり方を示す「ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）」（平成25

年3月）を策定した。 

 

平成30年6月26日通知により今般策定するビジョンは、新たな国土構造の形成やグローバル化、国土強靭

化などの新たな社会・経済の要請に応えるとともに、総合交通体系の基盤としての道路の役割強化やICT・

自動運転等の技術の進展を見据えて策定するものであり、「地域の将来像」、「広域的な道路交通の課題と

取組」、「広域的な道路交通の基本方針」から構成されるものである。 

福島県における「新広域道路交通ビジョン」の策定にあたっては、「福島県総合計画 ふくしま新生プラ

ン」、「ふくしまの未来を拓く県土づくりプラン」、「ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）」を踏

まえ、広域的な道路交通の目指すべき将来像についてとりまとめた。 
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第2節 福島県の概要 

1． 地勢 

福島県は、国土形成計画法で定める東北圏（新潟県含む）及び首都圏の6県と接しており、面積は北海道、

岩手に次いで全国3位であり、その約7割を森林が占めている。また、本県の面積の大部分は、過疎・中山間

地域が占めており、広大な森林や農地は、県土の保全や水源のかん養、土砂災害防止のため、重要な役割を

果たしている。 

県内は、浜通り地方、中通り地方及び会津地方の3つに区分される。 

  浜通り地方…阿武隈高地と太平洋に面しており、気候は比較的温暖で、降雪の少ない地域 

  中通り地方…阿武隈川沿いの平地を中心として、東西を阿武隈高地と奥羽山脈に挟まれ、南北に大小の

盆地が位置する地域 

  会津地方････奥羽山脈と越後山脈の間に位置しており、寒暖の差が大きく、山間部を中心に豪雪地帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■広大な福島県の面積 

  ○県土面積･･･････13,783.90 k㎡（全国3位） 

   首都圏１都３県分がまるごと入る 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県の道路2021に開通情報を更新 
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2． 多極分散型の県土構造 

本県は、南北方向３本の縦軸と東西方向３本の横軸の合計６本の連携軸の結節上に特色ある七つの生活

圏が形成され、それぞれの軸に都市が分散した、多極分散型の県土構造となっている。 

また、県庁所在地である福島市、中核市である郡山市やいわき市では、30万人程度の人口を有し、都市機

能が一定程度集積するなど、雇用圏、商圏などが形成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県の道路2021 
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3． 急激な人口減少・少子化及び高齢化の進展  

本県の人口は、1971年から1997年までは増加傾向にあったが、1998年以降は減少の一途を辿っており、

2005年以降は、毎年１万人を越える人口減少が続き、2011年には東日本大震災・原子力災害の影響を受け、

約4万人の大幅な人口減少となった。避難者の動態予測を含めた県独自の人口推計では、2040年に約143万人

になるものと推計される。 

これら人口減少に伴い、地域社会では、地域コミュニティ・社会保障・行財政運営など地域を支える様々

な分野で、これまでの水準での持続が困難になることが懸念される。このように、経済的な観点からも、人

口減少問題による様々な影響をとらえ、労働力人口の維持・確保と合わせて、民間企業の設備投資やICTの

活用、県産品や観光等における単価上昇を実現する高付加価値化等により生産性の向上を図っていく必要

がある。 

構造的要因への対応と合わせて、震災・原子力災害による急激な人口減少にも対応するため、「自然減少

の抑制」「社会減少の抑制」の双方における政策が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県人口ビジョン 
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4． 東日本大震災における福島県の被害概況  

（1）震災・津波による被害 

平成23年3月11日午後2時46分、三陸沖を震源とするマグニチュード9.0の巨大地震が発生し、福島県では

最大で震度6強の強い揺れを観測するとともに、沿岸部には大津波（相馬検潮所：9.3ｍ）が押し寄せた。 

県内各地で、甚大な被害をもたらすとともに、大規模災害時における既存道路ネットワークの脆弱性など

課題が浮き彫りとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県の道路2021 
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（2）東京電力福島第一原子力発電所事故による被害 

東京電力福島第一原子力発電所の事故により、原子炉の損傷や放射性物質の放出・拡散による危険を回避

するため、広域的な避難指示が発令された。令和２年３月時点（令和３年５月時点継続中）で、双葉町、浪

江町、大熊町等が帰還困難区域に指定されており、未だ避難者は約３万５千人存在している。 

広域かつ大規模な避難の発生によって、県内の交通特性が大きく変化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：（避難区域の変遷）経済産業省HP 

   （避難者数）福島県災害対策本部 「平成２３年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」 

▼原発事故による避難区域の変遷 

▼県外避難者・県内避難者の推移 

出典：福島県災害対策本部 「平成２３年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」 

（人） 

※全体の避難者数には避難先不明者を含むため県内、県外の合計と合わない 
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（3）中間貯蔵施設 

福島県内の除染に伴い発生した土壌や廃棄物等を最終処分までの間、安全に集中的に貯蔵する中間貯蔵

施設が大熊町・双葉町に位置する。 

中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送は平成27年度より行われており、常磐自動車道等の高規格道路や、一

般国道（指定区間）等が主な輸送ルートとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：環境省（R3.5時点） 

▼中間貯蔵施設への輸送ルート 
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5． 産業  

（1）産業の現状 

平成30（2018）年度の県内総生産は約7.9兆円（製造業約1.9兆円、サービス業約2.1兆円、卸売・小売業約

0.7兆円）、全国21位で岐阜県、岡山県と同程度となっている。 

製造品出荷額等は約5.2兆円（H30）であり、全国22位、東北圏１位で新潟県と同程度となっている。医療

関連産業、輸送用機械関連産業などの集積が進む一方で、漆器、陶器、日本酒などの伝統産業が受け継がれ

ている。 

卸売業・小売業の年間販売額は約4.9兆円（H28）であり、全国20位で岐阜県、岡山県と同程度となってい

る。 

農業産出額は約2,086億円（R1）であり、全国15位となっている。品目では、もも、きゅうり、トマト、

日本なし、りんごなどが上位に位置している。林業産出額は全国12位（R1）、海面漁業産出額は全国26位

（R1）となっている。 

このように、本県は多様な産業によって支えられている。 

しかし、東日本大震災・原子力災害により、多くの産業が被害を受けており、既存の産業の再生と、新た

な活力の源となる産業の振興が課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼県内総生産（H30年度） 

出典：内閣府 H30年度 県民経済計算 

▼東北地方の製造品出荷額の比較（H30） 

出典：経済産業省 R1年工業統計調査（H30実績値） 

▼農業産出額（R1） 

出典：農林水産省 令和元年 農業総産出額及び生産農業所得 
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▼主要農産物の全国順位 

出典：福島県HP【小学生から知ってほしい！統計の話】 

※ ふくしまイレブンは、福島県の多彩(たさい)な農林水産物(のうりんすいさんぶつ)を 
代表する生産量(せいさんりょう)が全国上位(じょうい)の11品目です。 
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（2）重点プロジェクト 

第２期福島県復興計画では、主要施策として「復興に向けた重点プロジェクト」の４のプロジェクトを推

進している。 

そのうち、「産業推進・なりわい再生プロジェクト」では、「福島新エネ社会構想に係る取組の推進」、

「医療関連産業の集積・支援」、「ロボット関連産業の集積」、「廃炉関連産業の育成・集積」、「航空宇宙

関連産業の集積」、「ICT（情報通信）関連産業の集積」の６つの分野の施策を進め、新たな産業の創出など

による国際競争力の強化を目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「福島県企業立地ガイド」2020年度版 

▼産業推進・なりわい再生プロジェクト 

▼航空宇宙関連産業の集積 

出典：第2期福島県復興計画 
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（3）企業進出 

工場立地の状況を県条例に基づく工場設置届出件数でみると、平成24年以降は震災前の水準を回復してお

り、「ふくしま産業復興企業立地補助金」など産業の復興に向けた取組の成果があらわれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「福島県企業立地ガイド」2020年度版 

▼工場増新設件数の推移 
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（4）福島イノベーション・コースト構想 

東日本大震災による被害が特に大きかった浜通り地域等では、「福島イノベーション・コースト構想」と

して、国や福島県、自治体が一体となり、浜通り地域等の自立的な経済復興を目標の一つとして国際研究産

業都市を目指した取り組みを推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島イノベーション・コースト構想での拠点位置図 

出典：福島イノベーション・コースト構想の進捗について 

（R1.11.25） 
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6． 観光 

本県は、猪苗代湖・磐梯山に代表される磐梯朝日国立公園、日光国立公園、尾瀬国立公園、越後三山只見

国定公園などの自然公園のほか、阿武隈川、阿賀川、久慈川などの多くの源流域を有するなど、豊かな自然

環境に恵まれている。 

また、首都圏に隣接していながら身近に自然を満喫できる地域であり、農山漁村での田舎暮らし体験、グ

リーン・ツーリズム、二地域居住の場所としても適している。 

さらに、本県には、温泉、ゴルフ場、スキー場などの観光レクリエーション施設が豊富にあるとともに、

米、果物を始めとした食材、相馬野馬追、須賀川松明あかし、会津田島祇園祭を始めとした伝統文化、鶴ヶ

城、白水阿弥陀堂を始めとした文化財など特色ある地域資源に恵まれている。 

しかし、東日本大震災・原子力災害により、多くの自然や地域資源が被害を受けており、今後の再生が課

題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県四半期別観光客入込数の状況 

出典：福島県観光入込状況（R1） 
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第3節  ふくしまの未来を拓く県土づくりプランにおける福島県の将来像（基本目標） 

ふくしまの未来を拓く県土づくりプランにおいて、東日本大震災や新潟・福島豪雨などの自然災害、原子

力災害を乗り越え、新生ふくしまの基盤となる県土づくりの基本目標を以下のように設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 ： ともに育む、風土が息づく美しい県土 

▼福島県の将来像および上位計画との関連性 
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第4節 将来像実現のための基本方針と道路が担うべき施策 

本ビジョンにおいては、福島県が目指す将来像を実現するための県土づくりの柱に対し、道路が担うべき

施策を設定し、広域道路交通上の現状と課題、現在取り組まれている対策等を把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼将来像実現のための基本方針と道路が担うべき施策 
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第4章 広域交通計画上の課題と取組 

第1節 広域道路ネットワークの拡充 

1． 広域道路ネットワークと利用状況 

福島県では、平成27年に常磐自動車道が全線開通、東北中央自動車道では、福島～米沢間が平

成29年11月に、相馬～福島間が令和3年4月に開通する等、高規格道路網等が約521km（R3.4末時点）、

一般国道（直轄）が約451km（R2.4.1時点）整備済であり、これらが県内の広域道路ネットワーク

を形成している。一方で、トラックドライバーの高齢化が進行し、人口減少・少子高齢化に伴い

深刻なドライバー不足が顕在化している。 

福島県発着貨物の輸送機関別輸送量をみると、全体の９割以上が「自動車」による輸送である。

また、路線別の特殊車両通行許可申請件数をみると、主たる経路は高速道路と一般国道が担って

いる状況である。 

地方別では、走行する大型車交通量に大きな偏りがあり、特に会津地方は大型車交通量が他地

域に比べて少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県内高速自動車国道及び地域高規格道路整備状況 

出典：福島県の道路2021を基に開通状況を更新 

87km 

令和3.4.24 
開通 
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▼福島県発着貨物の輸送機関別輸送量 

出典：東北の物流 平成30年度版
    （データは平成28年度） 

▼福島県地方別平均大型車交通量 

854 

3,570 

2,694 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

会津 中通り 浜通り

(台/日)

出典：平成27年度 
     全国道路・街路交通情勢調査 

※高規格幹線道路、地域高規格道路、一般国道を対象

▼H29特殊車両通行許可申請件数 
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2． 広域道路ネットワークの課題 

近年では、常磐自動車道の全線開通（平成27年）、東北中央自動車道（福島～米沢）の開通（平

成28年、平成29年）、東北中央自動車道（相馬～福島）の開通（令和3年4月）等が進む一方、会津

軸（会津縦貫道など）、南部軸等といった県土の骨格をなす連携軸が未完成であり、これらの早

期整備が求められている。また、常磐自動車道や磐越自動車道等、暫定２車線の区間が存在する

など道路機能が不十分な路線も残る。 

 

また、本県は地形の急峻な奥羽山脈や阿武隈山地などが入り込んでおり、さらに県土面積の約

85％が積雪寒冷特別地域であり、冬期の降雪・積雪によりさらに走行性が悪化するため、広域道

路ネットワークにおけるサービス水準の向上が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県内の広域道路ネットワーク（高規格道路、一般国道） 

▼国道121号南会津町 
雪崩発生による通行不能状況 ▼国道49号猪苗代町大雪による交通障害 
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出典：ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）(P135) 

▼福島県の豪雪地帯及び積雪寒冷特別地域指定図 
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第2節 物流拠点・交流拠点とのネットワークの強化 

1． 海上運輸 

県内には相馬港、小名浜港の２つの重要港湾が立地している。 

小名浜港は、平成25年には全国初となる「特定貨物輸入拠点港湾（石炭）」に指定される等、東北地方

の産業活動を支援する物流拠点として重要な役割を果たしている。また、相馬港でも新たに整備された

LNG基地が、平成30年３月に運転を開始し、産業・エネルギー拠点としての役割を担っている。 

小名浜港、相馬港ともに震災以前と比較して大きく取扱量が増加しており、特に相馬港では令和元年の

取扱貨物量が過去最大となった。加えて、輸送船舶の大型化への対応等、更なる機能強化を推進している

ところである。 

 

一方で、重要港湾を有する浜通り地方から、県内外各地域へのアクセスは、東北中央自動車道の開通

により改善されるものの、小名浜道路の整備によるアクセス強化が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県の重要港湾および背後地域の物流ネットワーク 

出典：福島県の道路2021を基に開通状況を更新 
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出典：相馬港湾建設事務所（R3.2撮影）出典：国土交通省小名浜港湾事務所

▼相馬港に新設したLNG基地 ▼震災後における小名浜港の整備概要 

出典：重要港湾小名浜港・相馬港海上出入貨物量【２０２０年（１月～１２月）速報値】福島県土木部 港湾課 

▼小名浜港コンテナ取扱貨物量（年間） ▼相馬港総取扱貨物量（年間） 
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2． 航空 

福島空港は、平成５年に地方管理空港（旧第三種空港）として開港し、平成12年には2,500ｍの

滑走路が供用したことで国際線の運航も可能になった。 

しかし、平成23年の東日本大震災以降は国際線が運休となり、国際線利用者が大きく減少して

いる。近年は国際チャーター便の発着が増えている傾向（令和2年度は、新型コロナウイルス感染

症の影響により実績なし）にあるが、更なる空港利用促進に向けて検討を進める必要がある。 

福島空港の利用者は、近隣の県中地域の方が約６割を占めるが、その他地域からの利用者が少

ない状況にある。空港へのアクセスをみると、郡山市と空港間を行き来するリムジンバスが運行

しているものの、一般道を利用した運行であることから、定時性、速達性を確保した空港へのア

クセス道路が求められる。 

また、福島空港は大規模地震により陸路が寸断された際に、福島空港～羽田空港間の臨時便が

運行されるなど大きな役割を果たした。 

 

広域交流の結節点であるとともに、大規模災害時に役割を果たす福島空港のアクセス道路の強

化が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：福島空港パンフレット（2018.12作成） 

▼福島空港の定期航空路線 

▼福島空港国際チャーター便数の推移 

出典：福島県観光交流局空港交流課 
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▼福島空港利用客（平日）の県内居住地内訳 ▼福島空港 搭乗者数の推移 

出典：福島県観光交流局空港交流課 
出典：令和元年度航空旅客動態調査 

▼福島空港までのバス運行路線 

出典：福島空港ビル株式会社 
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3． 交通ターミナル（鉄道など） 

福島県内では、東北・山形新幹線の他、JR路線が県内７路線、会津鉄道会津線、野岩鉄道会津鬼

怒川線、阿武隈急行、福島交通の４路線があり、各地の移動を支えている。 

鉄道利用者数は東日本大震災の年に激減し、未だ震災前の水準まで回復していない。令和２年

３月には東日本大震災により不通となっていたJR常磐線富岡～浪江間が運転再開したものの、JR

只見線における豪雨災害による不通区間が残り、完全な復旧に至っていない状況である。 

県内各駅の利用状況をみると、新幹線駅でもある福島駅、郡山駅に利用が集中している。福島

駅からは相馬方面への都市間バスが運行されているほか、郡山駅からは会津若松市、いわき市方

面の高速バスが多く運行されており、東西方向の交通結節点となっている。 

また県内の鉄道駅の多くは、路線バスなどのバスターミナルとなっており、駅周辺地域におけ

る鉄道とバスの結節点となっている。 

県内におけるバスターミナルは、鉄道駅のほか、インターチェンジに接続するターミナルビル

や、バスの乗り入れ可能な道の駅が増加するなど、近年、整備が進められている。 

 

主要な交通ターミナルかつ広域交流結節点である鉄道駅へのアクセス機能の強化や、交通結節

機能・利便性の向上が課題である。広域道路ネットワークの整備により、二次交通となる高速バ

スや都市間バスの定時性・速達性を強化し、結節点としての機能性および利便性向上の支援が期

待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼福島県鉄道路線図 

出典：福島県統計年鑑 

▼JR路線利用者数の推移 ▼福島県鉄道貨物量の推移 
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出典：福島県統計年鑑 

▼主要鉄道駅・福島空港発着バス路線図 

出典：各バス会社HP（2021.6.7時点） 

※新型コロナウイルス感染症の影響による運休中路線を含む。 

▼福島県内JR乗降者数上位１０駅（H30） 



 

第4章  広域交通計画上の課題と取組 

28 

 

第3節 円滑な広域交流（人流）への支援 

福島県における国内外からの観光入込客数は東日本大震災により大きく落ち込んだが、徐々に

回復し、平成30年には震災前と同程度となった。 

一方で、県内各地には魅力的な観光資源が点在しているものの、観光拠点間のネットワークが

不十分な状況である。 

福島県では関東圏からの来訪が多いことが特徴の一つであり、北関東地域と連携した広域観光

ルート創出も推進している。また、インバウンド観光客も近年増加傾向であり、受け入れ態勢の

強化に努めている。 

 

雪や山々などの特徴的な自然や歴史・文化、多様な温泉、食等の豊富な観光資源を有するもの

の、会津地方・中通り地方・浜通り地方がそれぞれ地形的に分断されており、これら３地域、さ

らには県外との観光交流を活性化させるためのアクセス性向上が求められていることから、広域

観光周遊を可能とする観光ルートとしての広域道路ネットワークの形成が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県の主な観光地 

出典：福島県観光入込状況 

▼福島県の観光入込客数と 
外国人宿泊者数の推移 

▼福島県に関する観光目的OD内訳 

▼居住都道府県別 
延べ宿泊者数(日本人)の構成割合 

▼福島県における外国人国籍別宿泊客数 
（従業員数10人以上の施設） 

出典：平成22年度全国道路・街路交通情勢調査 

出典：観光予報プラットフォーム推進協議会 
「観光予報プラットフォーム」 ※RESASより 

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 

     ※福島県観光入込状況(R1)より 

出典：全国観光資源台帳（資源ランクA級以上） 

福島県観光入込状況(R1)（年間観光者数50万人以上の観光地） 
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第4節 東日本大震災からの復興を支援する道路ネットワークの整備 

1． 再生・復興に向けた事業 

被災地復興のリーディングプロジェクトとして、「復興道路」「復興支援道路」の整備が進捗し

ており、県内では「復興支援道路」東北中央自動車道（相馬～福島）が令和3年4月に全線開通し

た。さらに、福島県では避難指示区域等の復興と避難住民の帰還を支援するため、８つの主要な

路線を「ふくしま復興再生道路」と位置づけ、本県の復興に向けた重点プロジェクトとして取り

組んでいる。 

また、東日本大震災及び原子力災害によって失われた浜通り地域等の産業を回復するための新

たな産業基盤の構築を目指す国家プロジェクトとして、「福島イノベーション・コースト構想」

の取組を推進しており、国や福島県、自治体が一体となり、浜通り地域等の自立的な経済復興を

目標の一つとして国際研究産業都市を目指している。 

 

このような被災地域の再生・復興を支援する道路ネットワークの整備が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼ふくしま復興再生道路の位置づけ 

▼「復興支援道路」東北中央自動車道（相馬～福島）の概要 

【対象エリア】 

避難解除等区域の復興を周
辺地域から協力に支援する
ため、基幹的な道路（高速道、

直轄国道等）に囲まれる範囲
を対象エリアに設定。 

出典：福島河川国道事務所HP 

出典：ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版） 
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▼福島イノベーション・コースト構想での拠点位置図 

出典：福島県ふくしま復興ステーション＜復興情報ポータルサイト＞ 



 

第4章  広域交通計画上の課題と取組 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：福島県の道路2021 
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2． 原子力災害からの復興 

東日本大震災は、産業･交通･生活基盤に壊滅的被害を与え､浜通りを中心に県内全域に甚大な被害を

もたらした。また、その後発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故により、現在でも双葉町、大熊

町、浪江町等は帰還困難区域に指定され、約３万５千人の住民が避難生活を強いられている。 

現在、福島第一原子力発電所は、廃炉に向けた取り組みが進められている。また、大熊町、双葉町に位

置する中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送が平成27年度より行われ、常磐自動車道等の高規格道路

や、一般国道（指定区間）等が主な輸送ルートとなっている。 

 

今後も復興拠点の整備や、帰還住民の増加等に伴う交通環境の変化が想定され、幹線道路の機能強

化が必要となってくる。原子力災害からの復興の進展に伴う新たなニーズへの柔軟な対応が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼原発事故による避難区域の変遷 

出典：（避難区域の変遷）経済産業省HP 

   （避難者数）福島県災害対策本部 「平成２３年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」 
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▼中間貯蔵施設への輸送ルート 

出典：環境省（R3.5時点） 
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第5節 非常時における道路ネットワークの機能維持／機動的な情報収集・発信 

本県は、地形の急峻な奥羽山脈や阿武隈山地などが入り込んでおり、多くの交通不能区間や異

常気象時通行規制区間が存在しており、事前通行規制区間は136箇所存在している。 

全国でも有数の豪雪地を有する本県では、大雪による交通障害の影響も大きく、過去には高速道、一

般道ともに交通障害が起こり、住民生活や産業・経済活動に大きな支障が発生した。 

また、東日本大震災時には津波被害により、国道６号の寸断が発生した。原子力事故も発生したことで、

国道６号および常磐自動車道の通行が規制され、いわき地域～相双地域間を縦断する交通が中通り地

方、さらには会津地方を経由して大きく迂回する状況が生じた。 

 

非常時においても安定した道路ネットワークを確保するため、ダブルネットワークの整備など災害に強

い道路ネットワークの形成が課題である。 

 

また、東日本大震災時には、「道の駅」が自衛隊の活動拠点や避難住民に対する情報発信基地とし

て機能した。道の駅における被災後の活動を支える防災拠点としての機能整備推進や道路利用者等へ

の通行規制情報等の適切な提供が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県の通行不能区間と防災計画への位置づけが有る「道の駅」 
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▼東日本大震災時の道の駅を拠点とした活動事例 

▼国道４号大雪による交通障害 
（二本松市） 

▼国道６号津波による被災状況 
（いわき市） 

▼道の駅の防災計画への位置づけ状況 
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  出典：ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）(P26) 

▼東日本大震災時の迂回状況 
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第6節 道路交通環境の改善 

国内の運輸部門におけるCO2排出量は全体の約２割を占めている。東北地方においては主要渋滞箇

所の約４割が都市部に集中しており、都市部の走行速度の低下が環境負荷の大きな要因となっている。 

福島県では、平成24年度に福島県渋滞対策推進協議会において「福島県の主要渋滞箇所」143箇所

を特定した。協議会では、渋滞の緩和・解消に向け、最新交通データ等を用いた渋滞状況や交通状況の

検証を行い、効果的な渋滞対策（ソフト・ハード）を継続的に推進している。渋滞対策としては、バイパス

や交差点改良などの整備を進めるとともに、「ノーマイカーデー」や「カーフリーデー」などの積極的活用

や時差通勤の導入、信号の調整による適切な交通誘導、TDMやモビリティ・マネジメントの導入等のソフ

ト施策も含めて、総合的な渋滞対策を検討している。 

また、観光地周辺やイベント時の渋滞対策においても、最新交通データ等を用いた解析・検討を実施

しており、ハード整備だけではなく、渋滞の分散や渋滞情報の提供などのソフト対策を組み合わせた対策

に取り組んでいる。 

 

引き続き、都市部や観光地等の渋滞緩和、道路交通環境の改善を図っていくため、ETC2.0など新た

な技術を用いた効果的な都市交通対策（ハード・ソフト）が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼主要渋滞箇所図（福島市） ▼我が国の各部門におけるCO2排出量 
（2019年度） 

▼東北地方の主要渋滞箇所 

都市部

44％非都市部

56％

※H24年度特定時（全806箇所）を対象

出典：国土交通省総合政策局環境政策課 
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▼ETC2.0データを用いた旅行速度分析 

施工後 施工前 

国道399号（いわき市北目町）～左折レーンが設置され、左折者による渋滞が緩和された事例

出典：ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）(P105) 

まちなか循環バス社会実験（福島市） パーク & バスライド（いわき市：好間ＩＣバス停） 

出典：ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）(P104) 
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出典：ふくしま道づくりプラン（復興計画対応版）(P173) 

大内宿（下郷町）周辺 五色沼（北塩原村）周辺 

▼観光期の交通案内（渋滞対策） 
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第7節 地域における交通弱者対策 

高齢化が進行する地域等では、人流・物流を確保するため、自動運転の実用化に向けた実証実

験が進められている。 

また、運送業の担い手不足により流通サービスの低下が危惧されている中、店で購入した商品

の自宅への宅配などに貨客混載バスを利用する検討も進められている。 

 

これらサービスの充実を図り、交通弱者の移動手段の確保を行うことが今後重要である。地域

の暮らしを支える移動手段の確保が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼福島県バス輸送人員の推移 

出典：福島県統計年鑑 

出典：浪江町 
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第8節 新型コロナウイルス感染症拡大の影響 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、不要不急の外出自粛、在宅勤務や時差出勤等が推奨

され、福島県内各地でも人の移動は大きく減少した。 

しかしながら、日常生活を維持するため物流（大型車）はほとんど変化が見られない状況であ

り、道路ネットワークが生活に欠かすことのできない物流を支えている状況が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省 
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第5章 広域的な道路交通の基本方針 

福島県の将来像及び広域的な交通の課題と取組の状況を踏まえた、広域的な道路交通に関する

今後の方向性について、平常時・災害時及び物流・人流の観点から、広域道路ネットワーク・交

通・防災拠点・ICT交通マネジメントに関する基本方針を以下に示す。 
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第1節  広域道路ネットワーク 

福島県の広域的な道路ネットワークに関して、地域や拠点間連絡の方向性、災害時のネットワ

ークの代替機能強化の方向性を整理する。 

 

1． 地域や拠点間連絡の方向性 

 

 

 

 

 

 

多極分散型の県土構造を有する福島県において、人口及び労働力人口の減少が進む中、県土の

活力を維持するためには、七つの生活圏相互の連携を強化・活性化するとともに、重要港湾や物

流拠点等を結ぶ幹線ネットワークの強化により物流の高度化・効率化を図る必要がある。 

福島県の道路ネットワークは、会津軸や南部軸の整備が他より遅れており、その現道区間には

急峻な地形を有し冬期をはじめとする交通隘路が存在している。 

 

南北方向３本、東西方向３本の連携軸を基本に、県土の活力強化の視点から、中枢中核都市等

の経済・生活圏を会津軸などにより相互に連絡し、これらの交流・連携を促進するとともに、ブ

ロック都市圏内の拠点間連絡、環状連絡を強化し、ブロック都市圏の競争力や魅力の向上を図る。 

また、福島空港、相馬港、小名浜港へのアクセスを強化し、モノの流れの効率化を図る。 

さらには、日本海と太平洋を結ぶ、横断道軸のネットワーク強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

▼福島県の七つの生活圏と県土連携軸

① 【物流路線】 

１）中枢中核都市等を核としたブロック都市圏※の形成 

 ２）ブロック都市圏※の競争力や魅力の向上 

 ３）空港・港湾等の交通拠点へのアクセス強化 

 ５）国土の更なる有効活用や適正な管理 

※ブロック都市圏 
 中枢中核都市、連携中枢都市圏、 

定住自立圏等 
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福島県には、大内宿や鶴ヶ城等の歴史・文化資源が多数存在している。人口減少が進む中、福

島県が持続的に発展していくためには、来訪者・交流人口の拡大が不可欠であり、県内のみなら

ず隣接する東北各県や関東圏との連携・周遊の視点も必要である。 

 

主要観光地と空港・港湾等の交通拠点を連絡する広域道路ネットワークを強化し、来訪者の交

通利便性を向上させ、人の流れの効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼東北中央自動車道（相馬～福島）開通に伴う広域的な観光周遊ルートの形成イメージ 

出典：福島河川国道事務所HP資料に「相馬港」を追記 

② 【交流路線】 

３）空港・港湾等の交通拠点へのアクセス強化 

相馬港 
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2． 災害時のネットワークの代替機能強化の方向性 

 

 

東日本大震災では、日本海側道路ネットワークや初動期における被災地へのアクセス確保を図

る道路啓開（くしの歯作戦）、貴重な防災拠点として機能した「道の駅」等、災害時における広域

道路ネットワーク・輸送モード間の多重性・代替性確保や防災拠点へのアクセス路確保の重要性

が再確認された。 

また、平成23年７月新潟・福島集中豪雨や令和元年東日本台風では、幹線道路が寸断する等、

県内全域で大きな被害を受けた。 

 

東日本大震災などの経験と教訓を活かし広域道路ネットワークを強化し、巨大災害や頻発・激

甚化する自然災害に備えたリダンダンシーの確保や国土強靱化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４）災害に備えたリダンダンシー確保・国土強靱化 

▼東日本大震災における「くしの歯作戦」 

出典：東日本大震災記録誌【初動編暫定版】
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出典：福島県会津若松建設事務所

▼国道 400 号（金山町）通行止時の迂回路の指定状況

（平成 22 年 5月に発生した落石による通行止め） 
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第2節  交通・防災拠点 

福島県の主要な交通拠点に関する道路と各交通機関の連携強化、災害時の物資輸送や避難等の

主要な防災拠点の機能強化等の方向性を整理する。 

 

1． 交通拠点 

 

 

人口減少・高齢化が進む中、都市相互の交流・連携や観光来訪者等の交流人口拡大を図るため、

交通結節点における乗換えの円滑化を推進する。具体箇所については、利用性や集客性、既存の

交通結節機能を踏まえて設定し、既存計画を活用して検討する。 

また、「道の駅」へのコミュニティバス・高速バス等の交通結節機能の強化、バスターミナルに

おける災害時の拠点機能の整備を推進する。特に、高速交通網のＩＣを活用し、福島県の特徴で

ある美しい自然景観や魅力ある食を発信できる道の駅等への交通結節機能の強化について、接続

する２次交通を含めて検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

交通ターミナルにおける交通結節機能の強化および多機能型のターミナル整備の促進 

▼南相馬ＩＣバスターミナルの位置及び都市間バスの運行ルート

南相馬 IC に接続するバスターミナル

（平成 30 年 10 月 1 日運用開始） 

高速道路ICに接続するバスターミナル（南相馬市 南相馬IC） 
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▼道の駅におけるバス結節機能の設置状況 

県内 34 箇所の道の駅のうち、
高速バス立寄り３箇所 
路線バス立寄り 8 箇所 

出典：会津バス

▼道の駅「あいづ 湯川・会津坂下」 高速バスのりば 専用駐車場の整備 

出典：道の駅「あいづ 湯川・会津坂下」HP

道の駅に設置された高速バス乗り場（湯川村 道の駅「あいづ 湯川・会津坂下」） 
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2． 防災拠点 

 

 

東日本大震災の経験等を踏まえ、救急・救助の拠点となる自衛隊基地・駐屯地や災害医療拠点、

物資輸送や避難等の拠点となる広域防災拠点や「道の駅」など主要な防災拠点の機能強化を図る。 

特に、防災機能を備えた「道の駅」は非常時において、道路管理者やその他災害対応関係者の

情報を集約して発信することが可能で有り、道路利用者及び地域住民への双方が道路通行情報に

加え、避難や救援活動に対する情報の効率的な収集が可能であることから、積極的な展開を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

防災機能を備えた「道の駅」の拡充 

▼福島県内の道の駅 

▼火山に対応した総合防災拠点としての「道の駅」整備（道の駅猪苗代）

出典：国土交通省東北地方整備局記者発表資料（H27.1.30）、広報猪苗代（H28.12）

【整備後の状況】 
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H29．5「道の駅国見あつかしの郷」 開業
H30.11「相互応援協定を締結」防災拠点として活用
・緊急時は避難所として開設
・国道が通行止めの際はUターン箇所として利用
・非常用トイレの設置

▼防災拠点としての道の駅活用事例（道の駅国見あつかしの郷）

出典：国土交通省
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～50台/月
～100台/月
～300台/月
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第3節  ICT交通マネジメント 

 

＜ICT等を活用した道路の情報収集・利活用の状況＞ 

民間のビッグデータ（プローブ、GPS、気象、SNS等）のほか、道路管理者が所有しているデータ

には、ETC2.0、センサス、トラカン、物流関連、道路台帳・台帳附図、道路橋データベース等があ

り、これまでも様々な形で利用されている。 

ETC2.0等の比較的新しく大規模なデータについては、データの前処理（加工）も含めたより効

果的・効率的な利活用方法の検討が進められている段階である。 

ETC2.0の東北におけるデータ取得状況は、路側機が高速道路、直轄国道に一定間隔に整備され、

ETC2.0装着車両の普及が拡大しており、高速道路、直轄国道のみならず県が管理する道路のプロ

ーブデータも69%以上カバーできている状況である。大型車は小型車に比べて走行延長が長く、

200km以上/1日の車両が約30％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼ETC2.0 プローブの取得状況 

（2018 年 7 月福島県） 

①道路種別別の取得延長カバー率

※ETC2.0プローブデータ 様式2-1を基に作成 
※一般道路のセンサス対象路線（高速、都市高速除く）

▼ETC2.0 プローブの取得状況 

（2018 年 7 月東北地方） 

②車種別の 1日当たりの走行延長

▼ETC2.0 プローブの取得状況（2018 年 7 月東北地方） 

③福島県における ETC2.0 プローブ取得区間（一般道路）
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＜ICTやAIを活用した交通マネジメント＞ 

自動車は、1908年のフォードによる大量生産方式の開始以来、世界中に急速に普及し、現代の

生活に不可欠なものとなっている。この100年以上にわたって、漸次的かつ継続的なイノベーシ

ョンが進み、この結果、現代の高度な自動車が構築されてきているものの、ガソリン駆動、運転

者による運転といった、その根本的な構造にこれまで変化はなかった。しかし、この自動車の根

本的な構造については、今後10～20年の間に、ハイブリッド化・電気自動車化の流れに加えて、

近年のIT化・ネットワーク化の進展に伴う自動運転システム化といった非連続的かつ破壊的なイ

ノベーションが起きるものと予想されており、それに伴いこれまで整備されてきた各種制度や社

会システムの進化が求められる可能性がある。 

自動運転システムは、今後すぐに世の中に普及する訳ではないものの、今後10～20年の間に急

速に普及していくことが予想されており、これに伴い今後社会に対して大きなインパクトを与え

る可能性がある。具体的には、自動運転システムは、一般的に人間による運転よりもより安全か

つ円滑な運転を可能とするものであり、この結果、交通事故の削減、交通渋滞の緩和、環境負荷

の軽減など、従来の道路交通社会の抱える課題の解決に大きく資するものとなることが考えられ

る。また、ドライバーの運転負担の大幅な軽減を可能とし、特に高度自動運転システムは、移動

に係るこれまでの社会的課題に対して新たな解決手段を提供する可能性がある。更に、自動車関

連産業は、周辺産業を含め産業規模が大きく、また、波及性及び汎用性の高い技術をベースにす

る産業である。上述のような課題を解決するような新たな自動運転技術を基にイノベーションを

進めていくことにより、自動車産業の競争力強化や新たな産業の創出だけでなく、移動・物流業

界の効率化・革新を通じた広範な産業への影響や、自動運転技術の他分野（農業、鉱業等）への

波及も考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：官民ITS構想・ロードマップ2018

▼自動運転システムによる社会的期待（例）

出典：官民ITS構想・ロードマップ2020

▼自動車の構造を巡る今後の変化 
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これまでも、国家戦略特区などにおいて、完全自動運転を目指した限定地域における公道実証

実験が行われているが、これに加え、2017年6月以降において、経済産業省・国土交通省の「端

末交通システムの社会実装に向けた実証」、国土交通省の「中山間地域における道の駅等を拠点

とした自動運転サービス実証実験」など、政府主導による限定地域における自動運転サービスに

向けた公道実証事業が多数実施された。 

また、政府主導の事業以外にも、現在、全国各地の地域において、地方自治体、大学主導等に

よる地域での自動運転システムの実証試験またはそのための検討が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼日本における主な自動運転実証実験（2019 年度以降）

出典：官民ITS構想・ロードマップ2020
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＜ICT等の活用に向けた産学官連携＞ 

自動運転システムを含むITS・自動運転を巡る技術・産業は、引き続き急速に進展し続けてお

り、特に、IoTの進展等に伴い、データの流通構造が変化するとともに、そのデータを基盤とし

て活用する人工知能（AI）が、自動運転システムの認識・判断技術の開発において重要になりつ

つある。また、国内外の自動車企業やIT企業などの新興企業が、高度な自動運転の市場化に向け

た取組を発表するなど開発競争は益々激化しつつある。 

我が国は、これまで世界で最も高い技術レベルを有するともに、国によるITS関連インフラに

ついても世界最先端レベルを維持してきたといえるが、ITSを巡る大きなイノベーションが世界

中で進展する中、これまでの相対的な優位性を継続することは容易ではない。こうしたなか、大

きなイノベーションの流れに対して、社会全体として適応し、今後とも引き続き、世界最先端の

ITSを維持・構築し、世界一の道路交通社会によるメリットを国民が享受するための戦略を官民

が一体となって策定し、それを実行することにより「世界一のITSを構築・維持し、日本・世界

に貢献する」ことを目標に、平成26年6月以降、「官民ITS構想・ロードマップ」を七度にわたっ

て策定、改定してきた。 

東北地方においては、地域経済・社会における課題を柔軟かつ強力に解決し成長を支えていく

ため、飛躍的な進化を遂げる情報通信技術や多様なビッグデータを最大限に利活用した新たな道

路政策に挑戦・実行していくことを目的に平成27年10月に全国10地域に設立された「地域道路経

済戦略研究会（東北地方研究会）」において、有識者より地域の道路を活かした政策提言を頂く

とともに、道路空間の有効活用による地域経済活性化戦略と、これを実現するための社会実験・

実装について研究を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：官民ITS構想・ロードマップ2020
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都市における交通渋滞対策等についてはETC2.0に加え多様なセンサーやAIによる解析技術等を

融合し、時空間的な変動を考慮した交通状況の収集・分析に関する技術が進んできており、局所

的な渋滞要因の特定を更に高度化しながら、効果的なピンポイント対策への展開を目指す。 

人口減少及び高齢化社会が加速度的に進む福島県の中山間地域における移動手段の確保に向け、

自動運転等のAI技術の展開を図り、道の駅等を拠点に、求める走行環境と利用ニーズを踏まえて、

市町村や民間団体等の取組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4

4

49

郡山ＩＣ

郡山南ＩＣ

288

288

郡山駅

郡山市役所

十貫内

大池北

仁池向

日和田ＳＰ西

日大入口

金山橋西

郡山警察署前

開成三丁目

開成山

郡山駅入口

大町

若葉町

三春街道入口

八山田辻道

消防署南

さくら通り

文化通り

内
環
状
線

市役所
周辺

4号
平面交差

桑野三丁目

静御前通り

菜根屋敷

開成六丁目

桑野三丁目

福原

凡例

：10ｋｍ/h未満

：20ｋｍ/h未満

：主要渋滞箇所
（直轄）

：主要渋滞箇所
（その他）

：高速自動車国道

：一般国道

：主要地方道（県道）

：一般県道

：その他の道路

▼郡山中心部の旅行速度状況 

都市交通及び交通弱者対策へのビッグデータの活用・ＡＩ技術の展開 

郡山市中心部の速度低下状況を民間プローブデータを活用し再現した事例 

出典：国土交通省
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急ブレーキ箇所の特定により、潜在的な事故危険箇所を特定した事例 

▼国道 4 号（十貫内交差点）の下り方向の速度分布と危険挙動 

出典：国土交通省 


